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1.　 は　じ　め　に
　オープンサイエンスの進展によって，薬学・医学分野
を含む多くの分野において研究データの公開と活用の可
能性が急速に拡がりつつある。本稿では，オープンサイ
エンスが目指す未来はどのようなものか，公開データは
どのように利用されているのか，学術情報流通はどのよ
うに変わろうとしているのか，そしてデータ公開の課題
について図書館やコミュニティはどのような取り組みを
行っているのか，それぞれ国内外の事例を紹介するとと
もに筆者の考えを述べる。なお，本稿は 2017 年 3 月 26
日に開催された日本薬学会第 137 年会におけるシンポジ
ウムの講演録であるが，原稿執筆時点での新たな動向に
ついても追記した。
2.　 オープンサイエンスの背景と政策動向
2.　1.　 オープンアクセスからオープンサイエンスへ
　近年，科学研究の成果である論文の根拠となるデータ
を公開し，分野や地域を超えて活用しようとする動きが
盛んである。この動向は，Science2.0，e-Science，デー
タ中心の科学（Data Intensive Science），あるいはデー
タ駆動型科学（Data Driven Science），第四の科学
（Fourth Paradigm）などと呼ばれてきたが，研究デー
タのオープン化（Open Research Data）と論文のオー
プンアクセス（Open Access；以下，OA）をあわせた
オープンサイエンス（Open Science）という名称が定
着しつつある。
　オープンサイエンスの実現によって，科学研究を効率
的に進めること，重複研究を防いで研究開発費を節減す
ること，研究の透明性や再現性を高めて不正を防ぐこ
と，研究成果を長期保存することなどが期待されてい
る。その背景にはデータ流通の基盤となる ICT の発達
があり，ビッグデータを扱うデータサイエンスや人工知
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能（AI）によるデータ活用の隆盛も研究データのオー
プン化（以下，データ公開）を後押ししている。さらに
は異分野データを統合して新たな知見を得ることや，産
学官の連携によってイノベーションを創出することも期
待されている。たとえば NASA（米国航空宇宙局）の
Landsat 衛星画像を活用した Google Earth は，その好
例であろう。
2.　2.　 データ公開の義務化と基盤整備
　こうした技術的・学術的な背景に加えて，公的資金を
財源とする科学研究の成果に市民がアクセスできるよう
にするという社会的背景から，政策レベルでもデータ公
開およびオープンサイエンスが推進されている。2007
年の OECD（経済開発協力機構）による『公的資金に
よる研究データへのアクセスに関する OECD 原則とガ
イドライン』 1），2011 年の RCUK（英国研究会議）によ
る『データ方針の共通原則』などを経て，2013 年には
米国オバマ政権による OSTP（科学技術政策局）指令
「連邦政府の助成研究成果へのアクセス促進」 2），G8 科学
大臣会合による声明の「科学研究データのオープン
化」 3），EC（欧州委員会）による「Horizon 2020 におけ
る科学出版物と研究データへのオープンアクセスに関す
るガイドライン」 4）といった強力なデータ公開政策が相
次いで打ち出された。そして，2016 年 4 月に茨城県で
行われた G7 科学大臣会合の声明では，オープンサイエ
ンスが分野横断的な課題として位置づけられ，“政府機
関やその他機関が，データ収集，解析，保存，公表のた
めの適切なインフラとサービスに継続的に投資を行うこ
とが必須である” 5）と述べられている。
　EC は，EOSC（欧州オープンサイエンスクラウド：
European Open Science Cloud）と呼ばれる大規模な
データ公開基盤の整備も進めている 6）。EOSC は，EU
（欧州連合）によるデジタル単一市場（Digital Single 
Market）戦略の一部であり，データ公開が雇用の創出
や経済効果を生み出すことを見越して構想されている。
対象は，欧州の全分野の研究者 170 万人と科学技術専門
家 7,000 万人であるという。
　日本では，2015 年ごろから盛んに議論が重ねられて
おり，内閣府「国際的動向を踏まえたオープンサイエン
スに関する検討会」の報告書 7），文部科学省の『学術情
報のオープン化の推進について（審議まとめ）』 8），日本
学術会議の『オープンイノベーションに資するオープン
サイエンスのあり方に関する提言』 9）などが公開されて
いる。EOSC のような大規模なインフラ整備は行われて
いないものの，第 5 期科学技術基本計画（2016～2020
年度）では，“国は，資金配分機関，大学等の研究機関，
研究者と連携し，オープンサイエンスの推進体制を構築
する” 10）と述べられている。
3.　 公開データの活用事例
　オープンサイエンスの目的の一つに，市民科学（citi-
zen science）の推進がある。科学コミュニティで共有
されてきた最新の知見を政府や企業が活用することに加
えて，市民が課題解決や教育に活用すること，また，市
民や在野の研究者がデータの収集や解析に参加する動き
も広まっている 11）。健康や医療に関わる情報は市民の
ニーズが高いと考えられるが，UNESCO によれば，
PubMed Central（現 PMC）で公開されている OA 論文
の一日あたりのユニークユーザ 42 万人のうち，40% が
市民，大学が 25%，企業が 17% であるという 12）。しか
し，ある程度フォーマットが決まっている論文はまだし
も，公開データを市民が活用することは可能なのだろう
か。
　13～18 歳を対象とした科学コンテストである Google 
Science Fair（https://www.googlesciencefair.com/）の
Web サイトを確認すると，公開データを活用した多彩
な発明がみられる（図 1）。たとえば米国の Tanay Tan-
don 氏は，スマートフォンを使った低コストの血液診
断・寄生虫の検出装置を開発した。彼は HHS（米国保
健福祉省）所管の CDC（疫病管理予防センター）が公
開している血液塗抹データを人工知能に学習させて，血
液中の寄生虫と病原体を自動的に検出することを可能に
している。また，2012 年に Google Science Fair でグラ
ンプリを受賞した Brittany Wenger 氏は，公開データ
を用いて乳がんと混合系統白血病の診断方法を開発し
た。ホワイトハウスにも招かれた Wenger 氏は，自身
で Cloud4Cancer Breast Cancer Detection（http://
www.cloud4cancer.appspot.com）というサイトを立ち
上げ，世界中の専門家からデータの提供を受けて診断の
予測精度を高めている。
　日本では，2015 年から総務省統計局によるデータサ
イエンスのオンライン講座が開講され，2017 年度には
滋賀大学がデータサイエンス学部を開設，そして 2020
年には小学校でプログラミングが必修化されるなど，市
民がデータを活用するための知識や技術を身につける素
地ができつつある。日本のデータ公開を進めることに
よって，さらなる科学技術の発展や社会の課題解決が望
めるのではないだろうか。
4.　 学術情報流通の変化
　学術界においても，かねてよりデータ共有を行ってき
た地球科学や素粒子物理学といった分野にとどまらず，
データ公開を求める趨勢がみられる。英国王立協会は，
2012 年に“Science as an Open Enterprise” 14）と題する
報告書を公開し，科学研究の成果を最大化するためには
データ公開や再分析の基盤整備が必要であると指摘し
た。BMJ は，2012 年からオープンデータキャンペーン
を展開して，臨床試験データの公開を推奨している 15）。
　学術雑誌がデータ公開を求める例も増えている 16）。
2016 年 12 月，Springer Nature 社は 600 以上の雑誌に
ついてデータ共有ポリシーを適用すると発表した 17）。こ
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のポリシーは Type 1 から Type 4 まであるが 18），最も
厳しい Type 4 はデータ共有とデータ査読が必須であ
り，Scientiﬁc Data 誌などに適用されている。雑誌によ
るデータ公開要求は分野によって差がみられるもの
の 19），研究者がデータを公開する主要な理由の一つと
なっている 20，21）。
　データ公開をデータ出版（data publishing） 22）と呼び，
論文の出版と同様に扱ったり，引用したり，業績や評価
の対象とする動きもみられる。データ出版については，
公開データとデータに関する記述（data paper や data 
descriptor）を査読して掲載するデータジャーナル 23）が
登場しており，研究成果の迅速な共有やビジビリティの
向上を可能にしている。また，研究に用いた論文を引用
するように，研究に用いたデータの典拠を示す“データ
引用（data citation）”を促す取り組みもみられる。国
際イニシアティブの FORCE11 は，2014 年に「データ
引用の共同原則」 24）を公開した。この原則には学術出版
社やデータアーカイブ，ARL（米国研究図書館協会）
といった組織が賛同しており，2016 年 11 月には Elsevi-
er 社が 1,800 を超える雑誌に採択した 25）。データリポジ
トリの Dryad は，収録されたデータを再利用する際に
は，永続的な識別子である DOI（Digital Object Identi-
ﬁer）を付けて引用するよう書式を示している 26）。デー
タ引用を追跡するツールとして，2012 年に Thomson 
Reuter 社（現 Clarivate Analytics 社）は Data Citation 
Index の提供を開始した。そしてデータ公開の業績化に
ついて，NSF（米国国立科学財団）は 2013 年 1 月に業
績記入欄の名称を“出版物（Publications）”から“生産
物（Products）”に変更し，公開したデータやプログラ
ムコードを記載することを可能にしている。
　このように，データを“学術の一級市民（ﬁrst-class 
citizens of scholarship）” 27）として扱う流れができつつあ
る。研究者や大学の評価，たとえば Times Higher Edu-
cation などの世界大学ランキングや SciVal などの研究
分析ツールでは，論文の引用数が主要な指標として用い
られているが，ゆくゆくはデータ引用もそこに加わると
考えられる。
5.　 データ公開に向けた課題と取り組み
　オープンサイエンス政策や公開データの活用，そして
科学コミュニティによるデータ公開推進の潮流がある一
方で，実際のデータ公開にはさまざまな困難が伴う。本
章では，データ公開の障壁や日本の状況について触れた
のち，図書館による支援やコミュニティによる課題解決
の事例をみていきたい。
5.　1.　 データ公開の障壁と日本の研究者の現状
　研究者がデータを公開する際の主な障壁として，
（1）資源の欠如，（2）公開に関する懸念，（3）インセ
ンティブの欠如があることが明らかにされている 28）。
（1）資源とは，データを整備するための時間や資金，人
材，公開用のリポジトリなどであり，次章で述べるよう
に図書館などによる支援が必要とされている。（2）懸念
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図 1　 Google Science Fair の Web サイト  
公開データを活用した多彩な発明がみられる 13）。
とは，公開したデータに対する誤解や誤用の可能性，知
的財産権の喪失や機密の漏洩，公開データを用いて競争
相手に論文などの成果を出されてしまう可能性などであ
り，公開や利用に関する規則や規範の制定が求められ
る。（3）インセンティブについては，前章で述べたよう
にデータ引用や業績化が検討されているが，特にデータ
公開を行ってこなかった分野では充分に確立されておら
ず，研究者にも浸透していない。研究者は，科学研究や
成果実装を加速したい，研究成果を公益に供したい，自
身の研究成果のインパクトを高めたいといった動機から
データ公開を行っていることも明らかにされている 29）
が，グローバルな競争環境のもと，データ公開のために
時間を割くよりも新たな研究に取り掛かりたいと考える
研究者が多いのは，ごく当然であるといえよう。
　また，日本特有の問題として，論文生産性が低下して
いることが指摘されている。「Nature Index 2017 Ja-
pan」によれば，世界の論文総数は 2005 年から 2015 年
にかけて 80% 増加しているのに対して日本の論文は
14% しか増加しておらず，世界シェアは 10 年で 3 分の
1 に減少しているという。また，高品質な論文（high- 
quality papers）の数が減少していること，天文学を除
く 13 分野は論文の伸び率が海外と比較して鈍いことな
ども指摘されている 30）。第 5 期科学技術基本計画では，
日本の総論文数を増やすこと，および被引用回数トップ
10% 論文数の割合が 10% となることを目指すとしてい
るが 31），雑誌によるデータ公開の要求に適切に対応でき
ない場合，論文投稿の障壁となる可能性がある。それで
は，データ公開に際してどのような支援を行うことが可
能なのだろうか。
5.　2.　 大学・研究図書館による支援
　米国や欧州の大学・研究図書館は，助成機関による
データ公開の義務化を契機としてデータ公開支援に取り
組んでいる 32）。“データ公開の義務化”とは，公的研究
資金（助成金）の申請時に DMP（データ管理計画：
Data Management Plan）を提出することを指す場合が
多い。研究者は助成金を獲得するために，研究で扱う
データの種類や形式，メタデータ，権利，長期保存など
について記載した DMP を提出しなければならないが，
公開のためのリポジトリやメタデータに関する知識が不
足している場合がある。そこで大学・研究図書館が，多
様な情報資源の管理や整備，機関リポジトリによる公開
や保存，利用者ガイダンスなどを行ってきた経験を活か
して RDM（研究データ管理：Research Data Manage-
ment）サービスを提供する例が増えている 33）。
　RDM サービスの主な内容は，DMP の作成，研究に
用いるアクティブデータの管理，長期保存の対象とする
データの選択とリポジトリへの引き渡し，リポジトリに
よる保存と公開（フルオープンと制限付きオープンを含
む），データの目録作成などである（図 2）。FORCE11
は，データが長期にわたって再利用できるよう，発見可
能（Findable），アクセス可能（Accessible），相互運用
可能（Interoperable），再利用可能（Re-usable）な状態
で公開する「FAIR データ原則」 34）を提唱している。
RDM サービスのうちデータ目録の作成，すなわち相互
運用性の高いメタデータの付与や DOI といった識別子
の付与は FAIR データの流通に欠かせない要素であり，
図書館員の専門性を発揮できると考えられる。
　各国の図書館や関連機関が作成した利用者・図書館員
向けのオンライン教材や，DMP の作成支援ツールは，
CC BY といった再利用しやすいライセンスで公開され
ていることが多い。こうした資源を活用して，短期間で
サービスの提供を開始する例もみられる。たとえばシン
ガポールの南洋理工大学図書館は，約 1 年で RDM の説
明や大学のデータ方針，DMP の作成支援ツールなどを
備えた RDM サービスを開始している（https://blogs.
ntu.edu.sg/lib-datamanagement/）。また，デジタルスカ
ラーシップコモンズ（Digital Scholarship Commons）
で，デジタル研究のコンサルテーションや技術支援とと
もに RDM サービスを提供する例もみられる。利用者に
とってワンストップで研究に関する包括的なサービスを
受けられることは利便性が高く，図書館が研究のパート
ナーであるという印象も醸成されているのではないだろ
うか。ピッツバーグ大学の事例では，図書館員以外のポ
スドクなどもスタッフとして加わっており，学内人材を
活かした運営体制となっている。このように，国内外お
よび学内外の機関と連携したり資源や人材を活用したり
することによって，効率的に RDM サービスを構築する
ことができると考えられる。
　RDM サービスの課題としてしばしば言及されるの
は，人材育成である。RDM サービスの対象となるデー
タは分野や研究者によって多種多様であるため，図書館
員が管理し，登録するためのノウハウを確立する必要が
ある。現時点では各大学や研究機関の図書館員が，それ
ぞれの事情に応じて研究者や URA のような研究支援担
当者に協力を求めながら RDM サービスを構築している
が，後述する RDA（研究データ同盟）の「研究データ
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図 2　研究データの管理・保存・公開 35）
を 扱 う た め の 教 育 と ト レ ー ニ ン グ」IG（Interest 
Group） 36）では，RDM のための主要な能力が議論されて
いる。一方，全分野の若手研究者を対象として RDM や
オープンサイエンス，データサイエンスに関する教育 37）
を行う動きもみられる。将来的に，図書館員と研究者の
役割分担が明確になれば，適切な教材やカリキュラムの
開発が可能になるだろう。個人的には，データ目録，
DMP の作成支援（相談やツールの開発），利用者ガイ
ダンスは研究者のニーズが高く，かつ，図書館員の専門
性が活かせるのではないかと考えている。
　日本では，JST（科学技術振興機構）が一部の研究プ
ロジェクトに採択後の DMP 提出を求めているものの，
現時点では本格的な義務化に至っていない 38）。しかし，
データ公開や RDM サービスの実現に向けた取り組みが
徐々に広がっている。その成果は国外の事例と同様に公
開されており，JaLC（ジャパンリンクセンター）によ
る『研究データへの DOI 登録ガイドライン』 39）や IRPC
（機関リポジトリ推進委員会）による NISO（米国標準
化機構）の入門書『研究データ管理』の翻訳版 40），DRF
（デジタルリポジトリ連合）による研究者へのインタ
ビュー調査結果 41，42），安原らによる米国大学の訪問調査
報告 43）などを入手することができる。また，機関リポ
ジトリにデータを登録するためのメタデータ標準の検討
も行われている 44）。
5.　3.　 コミュニティによる課題解決
　ここでは，データ公開に関するさまざまな課題の解決
を目指すコミュニティを 2 件紹介する。一つは国際組織
の RDA，もう一つは日本の RDUF（研究データ利活用
協議会）であり，いずれも参加者が自主的に課題，たと
えば“メタデータ標準のカタログ作成”や“データの法
的相互運用性”などを提案し，解決に向けた方策を探る
ゆるやかな集まりである。
　RDA は，「障壁なき研究データ共有」をスローガンと
して 2013 年 3 月に結成された。生命科学，地球科学，
化学，情報学，人文学，社会科学など多分野の研究者を
はじめ，IT 技術者，図書館員，出版社，助成機関，政
府組織など多彩なステークホルダーが参加しており 45），
2017 年 7 月時点で，129 カ国から約 5,900 人がメンバー
登録している 46）。その特徴は，“参加者からのボトム
アップの提案にもとづき，コミュニティ・コンセンサス
をベースにして研究データ共有のポリシー，方式・制
度，技術，基盤システムなどについて検討，合意形成，
実践していくことを目指している” 47）点にある。参加者
の関心や課題によって WG（Working Group）や IG が
立ち上げられ，メーリングリストやオンライン会議で意
見交換を行い，年に 2 回の総会を経て，18 カ月後には
成果物として提言が報告される。提言は法的効力をもた
ないが，データ公開に関する国際的なデファクトスタン
ダードとなりうるため，研究データ同盟の議論をフォ
ローし，時には参加することが重要であると考えられ
る。2016 年 3 月には東京で第 7 回総会が行われ，日本
からもデータ公開に関心をもつ研究者や図書館員が議論
に加わった。
　RDUF は，研究データ同盟と同様にデータ公開の課
題を共有し，解決に向けた取り組みを行う場として
2016 年に設立された（図 3）。その前身は，JaLC が
2014 年 10 月から 2015 年 10 月まで実施した「研究デー
タへの DOI 登録実験プロジェクト」に参加した研究
データ担当者のコミュニティであり，研究会や報告会，
メーリングリストによる情報交換を行っている 48）。2017
年 8 月現在，機関メンバーとして JST, NIMS（物質・
材料研究機構），NII（国立情報学研究所），NDL（国立
国会図書館），NICT（情報通信研究機構），千葉大学附
属図書館／アカデミック・リンク・センターが参加して
いるほか，個人の参加も受け付けている。また，RDA
の WG や IG にあたる小委員会を募集しており，さまざ
まな課題に対応するための指針やガイドラインの作成を
目指している。
　RDA をはじめとする国際コミュニティの会合やメー
リングリストでは，研究者や図書館員が気軽に質問や悩
みを投げかける。すると，すぐに各国の参加者からアド
バイスが寄せられたり適切な人材が紹介されたり，新た
オープンサイエンスの展望：公開データの活用事例と課題解決に向けた取り組み （池内）　　215
図 3　研究データ利活用協議会キックオフミーティング（2016 年 7 月） 49）
なグループが立ち上がることもある。日本においても，
研究データ利活用協議会などを中心としたコミュニティ
が活性化することによって，迅速な課題解決が期待でき
るだろう。
6.　 お　わ　り　に
　薬学・医学分野のデータは，被験者のプライバシー情
報や機密を含むため公開が難しいとされている。一方，
市民の生命や健康に関わるため，データ公開による研究
の加速や透明性の向上も重要である。NIH（米国国立衛
生研究所）や EMA（欧州医薬品庁）はデータ公開方針
を公表しており 50，51），その効果も確認されている 52）。ま
た，世界中のがん患者と家族の生活の改善をめざす非営
利イニシアティブである Project Data Sphere（https://
www.projectdatasphere.org）は，学術界のみならず，
政府，産業界の協力を得て，個人情報や商業的な利益に
配慮しつつデータを公開している 53）。日本においても，
内閣府の知的財産戦略本部が民間投資によるデータと人
工知能の利活用を目指すため，営業秘密に関するデータ
を保護しながら「公開によって価値を生み得るデー
タ」 54）を流通させる仕組みを検討している 55）。分野や地
域を超えたデータの活用によってイノベーションの創出
が期待されているように，分野や地域を超えた課題解決
方法の共有によってオープンサイエンスが加速するので
はないだろうか。
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